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第1章　基礎編 1　建築基準法

1     建築基準法

　  建築基準法とは？
建築物の敷地、構造、設備と用途に関する最低限の基準をまとめ
た法律です。建築基準法は、個々の建築物や敷地の安全性確保等を
規定する「単体規定」と、単体規定の建築物の安全性に加え、健全
なまちづくりを規定した「集団規定」があります。

建築基準法の概要

（1） 用語の定義（建基法２、４、77 の 18）
・建築物：土地に定着する工作物のうち、屋根・柱・壁を有するもの、
これに附属する門・塀、観覧のための工作物などいい、建築設備も含
みます。なお、鉄道線路敷地内の施設や、プラットホームの上家は建
築物には含まれません。
・特殊建築物：学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、
百貨店、市場、ダンスホール、遊技場、公衆浴場、旅館、共同住宅、
寄宿舎、下宿、工場、倉庫、自動車車庫、危険物の貯蔵場、と畜場、
火葬場、汚物処理場その他これらに類する用途に供する建築物をいい
ます。
・建築：建築物を新築し、増築し、改築し、または移転することをいい
ます。
・大規模の修繕・模様替：建築物の主要構造部（壁、柱、床、はり、屋
根、階段）の一種以上について行う過半の修繕・模様替をいいます。
・建築主：建築物に関する工事の請負契約の注文者または請負契約によ
らないで自らその工事をする者をいいます。
・建築主事：都道府県知事または市町村長が任命した公務員で、建築計
画の確認、工事完了後の検査などの行政事務を行います。また、建築
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主事を置いている市町村（建築主事を置いていない市町村では都道府
県）を特定行政庁といいます。
・指定確認検査機関：建築確認や検査を行う機関として国土交通大臣や
都道府県知事から指定された民間の機関をいいます。

（2）建物の建築計画から完成まで
建物の建築計画から完成までは下記のような流れになります。

■建物の使用開始までの流れ

設計段階 施工段階 施工終了
建築確認 中間検査 完了検査

『 仕 様 規 定 』 『 性 能 規 定 』 

【 建 築 基 準 】

特定行政庁 or
指定確認検査機関

設計図書等の建築基準への適合性を審査 

■単体規定【建築物の安全性確保】

■集団規定【健全なまちづくり】

■建築基準関係規定 

○接道規制（避難・消防等の経路確保）････○敷地と道路の関係 
○用途規制（土地利用の混乱の防止）･･････○用途地域毎の建築制限 
○形態規制（市街地の環境の維持）････････○容積率、斜線制限等 

○敷地（衛生・安全の確保）･･････････････○雨水排水溝、盛土等 
○構造（地震等による倒壊の防止）････････○構造部材､壁量等 ･･･････○限界耐力計算等 
○防火・避難（火災からの人命の確保）････○耐火構造､避難階段等 ･･･○耐火設計法､避難安全検証法等 
○一般構造・設備（衛生・安全の確保）････○採光､階段､給排水設備等･･･○エレベーター強度検証法等  

建
築
計
画

工
事
着
工

使
用
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○バリアフリー法、消防法、都市計画法等
の一部の規定等のうち建築物の敷地、構
造又は建築設備に係るもの 

（国土交通省HPより一部加工のうえ掲載）

（3）建築確認
建築主は、一定の規模以上の建築物を建築（新築・増築・改築・移転 )
しようとする場合、または大規模の修繕、大規模の模様替えをしようと
する場合は、工事を着工する前に「建築確認申請書」を提出し、建築基
準法等の規定に適合するものであることについて、建築主事の確認を受
けなければなりません（建基法 6）。
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第1章　基礎編 4　宅地造成等規制法

4    宅地造成等規制法1

　  宅地造成等規制法とは？
宅地造成によるがけ崩れや土砂の流出による災害の防止のために

必要なことを定めた法律です。

宅地造成等規制法の概要

（1）用語の定義
「宅地」とは、農地、採草放牧地、森林、公共の用に供する施設の用
に供されている土地以外の土地をいいます（宅地造成法２）。
「宅地造成」とは、宅地以外の土地を宅地にするため、または宅地に
おいて行う土地の形質の変更（宅地を宅地以外の土地にするために行う
ものを除く。）をいいます（宅地造成法２）。

（2）宅地造成工事規制区域の指定
都道府県知事等は、宅地造成に伴い災害が生ずるおそれが大きい市街

地または市街地となろうとする土地の区域であって、宅地造成に関する
工事について規制を行う必要があるものを、宅地造成工事規制区域とし
て指定することができます（宅地造成法３）。

（3）許可の対象となる行為等
宅地造成工事規制区域内の土地で、次のいずれかに該当する宅地造成

に関する工事を行う場合には、都道府県知事等の許可が必要です（宅地
造成法８）。

1  令和 4年 5月 27日に「宅地造成等規制法の一部を改正する法律」（令和 4年法律第 55号）が公
布され、「宅地造成等規制法」を抜本的に改正し、「宅地造成及び特定盛土等規制法」と法律名
を変更し、土地の用途にかかわらず、危険な盛土等を包括的に規制することになります。詳し
くは、2（38頁）で解説しています。
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①  切土で、高さが２ｍを超える崖（30 度以上の斜面）を生ずる工事

②  盛土で、高さが１ｍを超える崖を生ずる工事

③  切土と盛土を同時に行う時、盛土は１ｍ以下でも切土と合わせて高
さが２ｍを超える崖を生ずる工事

④　切土、盛土で生じる崖の高さに関係なく、宅地造成面積が 500㎡を
超える工事

（千葉市HPより一部加工のうえ掲載）

（4）届出の対象となる行為等
宅地造成工事規制区域内の土地で、次のいずれかに該当する宅地造成

に関する工事等を行う場合には、都道府県知事等への届出が必要です（宅
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第2章　税務編 4　土地評価に関する裁判例

4-2

4　「租税法」735 頁（金子宏著、弘文堂、2021 年 11 月、第 24 版）
5　例えば、東京高裁平成 27 年 12 月 17 日判決（税資 265 号（順号 12771））、東京地裁平成 28 年
７月 20 日判決（税資 266 号（順号 12887））、東京地裁平成 30 年 10 月 30 日判決（税資 268 号
（順号 13203））、東京高裁平成 31 年３月 19 日判決（税資 269 号（順号 13255））など。

（５）小括
評価基準は、土地の地目の認定に当たっては、当該土地の現況および

利用目的に重点を置くとしていますが、現況と利用目的の優先順位をど
のように考慮すべきか明記されていないように思われます。また、最高
裁平成 31 年４月判決において、用途に関する法的な制約固定資産評価
審査委員会の審査の手続、記録の保存その他審査に関し必要な事項は、
市町村 の固定資産評価審査委員会に関する条例または規程事項で定め
るものとされています（地法 436）。
そこで、固定資産評価審査委員会に関する条例又は規程事項を概観し

たところ、実地調査に関する事項が規定されていることから、固定資産
評価審査に当たって、固定資産評価審査委員会に関する条例または規程
事項に基づき、現況を調査することは理解できます。しかし、利用目的
の調査に関する事項は明記されていないような印象を受けます。加えて、
固定資産評価審査に際し、提出する資料の様式を概観したところ、利用
目的を明記できる様式になっていない点が散見されました。神戸地裁平
成９年２月判決のように、利用目的が未定であることをもって、現況の
みにより地目を判断する事例がありますが、固定資産評価審査を依頼す
る際は、現況の他に利用目的についても詳細な説明資料を準備するのが
適切であると考えます。

　　　　相続税に関する裁判例

相続税法における土地の評価

（１）はじめに
相続、遺贈または贈与により取得した財産の価額は、当該財産の取得

の時における時価によるとされており（相法 22）、財産の評価に当たっ
ては、国税庁が定める財産評価基本通達（以下、「評価通達」という。）
に基づき行うという実務になっています。評価通達は、財産評価の基本
的な方針を定めたのち、納税者間の公平の維持、納税者および租税行政
庁相法の便宜、徴税日の削減等の観点から各種財産について画一的かつ
詳細な評価方法を定めています 4。評価通達１⑵において時価は、「課
税時期（相続、遺贈若しくは贈与により財産を取得した日若しくは相続
税法の規定により相続、遺贈若しくは贈与により取得したものとみなさ
れた財産のその取得の日又は地価税法第 2条《定義》第 4号に規定する
課税時期をいう。以下同じ。）において、それぞれの財産の現況に応じ、
不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認
められる価額をいい、その価額は、この通達の定めによって評価した価
額による」とされています。
なお、土地の評価に関しては、地方税と同様に地目別に評価するもの

とされており（評価通達７）、地目の区分は、評価基準と同じです。加
えて、相続税法における財産評価に関する裁判において、平成 25 年７
月判決が引用されていることから 5、相続税法における土地の評価にお
いて、地方税法における土地の評価を参考にできる部分があると考えて
よいものと思料します。そこで、本項では、本書（改訂版）が発売され
た年に判示された、最高裁令和４年４月 19 日第三小法廷判決（いわゆ
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